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障 第 ４ ５ ２ 号

社援第１３５２号

老 発 第 ５ １ ４ 号

児 発 第 ５ ７ ５ 号

平成１２年６月７日

都道府県知事

各 指定都市市長 殿

  中核市市長

                        

厚生省大臣官房障害保健福祉部長

                        厚 生 省 社 会 ・ 援 護 局 長

                        厚 生 省 老 人 保 健 福 祉 局 長

                        厚 生 省 児 童 家 庭 局 長

社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について

社会福祉の増進のための社会福祉事業法の一部を改正する等の法律（平成１２年６月７

  日法律第１１１号）の施行に伴い、社会福祉法第８２条の規定により、社会福祉事業の経

営者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に

努めなければならないものとされます。

 そこで、新たに導入される苦情解決の仕組みが円滑に機能するよう、福祉サービスを提

供する経営者が自ら苦情解決に積極的に取り組む際の参考として、苦情解決の体制や手順

等について別紙のとおり指針を作成しましたので、貴管内市町村（指定都市及び中核市除

く）及び関係者に周知をお願いします。

 なお、当該指針については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第

１項の規定に基づく技術的助言として通知するものです。

 また、社会福祉法第６５条の規定により、厚生大臣が利用者等からの苦情への対応につ

いて必要とされる基準を定めることとされたこと等に伴う対応については、児童福祉法、

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法等に基づく各施設の最低基準の改正等を検討してい

るところであり、追って通知する予定です。
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（別紙）

社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針

１ 苦情解決の仕組みの目的

  ○ 苦情への適切な対応により、福祉サービスに対する利用者の満足感を高めることや早急

な虐待防止対策が講じられ、利用者個人の権利を擁護するとともに、利用者が福祉サービ

スを適切に利用することができるように支援する。

 

  ○ 苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決を進め

ることにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正性の確保を図る。

２ 苦情解決体制

（１）苦情解決責任者

   苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事等を苦情解決責任者とする。

（２）苦情受付担当者

  ○ サービス利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当

   者を任命する。

  ○ 苦情受付担当者は以下の職務を行う。

   ア 利用者からの苦情の受付

   イ 苦情内容、利用者の意向等の確認と記録

   ウ 受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告

（対象事業者）

 社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業を経営する者とする。

 また、上記以外の福祉サービスを提供する者等についても、本指針を参考として、苦情解決

の仕組みを設けることが望まれる。
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（３）第三者委員

   苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進

  するため、第三者委員を設置する。

  ○ 設置形態

   ア 事業者は、自らが経営するすべての事業所・施設の利用者が第三者委員を活用でき

る体制を整備する。

   イ 苦情解決の実効性が確保され客観性が増すのであれば、複数事業者や複数法人が共

同で設置することも可能である。

○ 第三者委員の要件

 ア 苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。

 イ 世間からの信頼性を有する者であること。

（例示）

   評議員（理事は除く）、監事又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教

授、弁護士など

○ 人数

  第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。その際、即

応性を確保するため個々に職務に当たることが原則であるが、委員相互の情報交換等連

携が重要である。

○ 選任方法

  第三者委員は、経営者の責任において選任する。

（例示）

 ア 理事会が選考し、理事長が任命する。

 イ 選任の際には、評議員会への諮問や利用者等からの意見聴取を行う。

○ 職務

 ア 苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取

 イ 苦情内容の報告を受けた旨の苦情申し出人への通知

 ウ 利用者からの苦情の直接受付

 エ 苦情申出人への助言

 オ 事業者への助言

 カ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言

 キ 苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取

 ク 日常的な状況把握と意見聴取
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○ 報酬

  第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできる限り無報酬とする

 ことが望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法により中立性が

 客観的に確保できる場合には、報酬を出すことは差し支えない。

  なお、かかる経費ついて措置費等より支出することは、差し支えないものとする。

３ 苦情解決の手順

（１）利用者への周知

   施設内への掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、

苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や、苦情解決の仕組みに

ついて周知する。

（２）苦情の受付

  ○ 苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接

   苦情を受け付けることができる。

  ○ 苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、その内

容について苦情申出人に確認する。

ア 苦情の内容

イ 苦情申出人の希望等

ウ 第三者委員への報告の要否

エ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否

○ ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る。

（３）苦情受付の報告・確認

  ○ 苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告す

   る。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合を

除く。

○ 投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行う。

○ 第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認する

とともに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。
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（４）苦情解決に向けての話し合い

  ○ 苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いのよる解決に努める。その際、苦情申出人

   又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。

  ○ 第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次により行

う。

ア 第三者委員による苦情内容の確認

イ 第三者委員による解決案の調整、助言

ウ 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認

 なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。

（５）苦情解決の記録、報告

   苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保され

  る。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。

   ア 苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録

    する。

   イ 苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要

な助言を受ける。

   ウ 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第

三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。

（６）解決結果の公表

   利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、

  個人情報に関するものを除き「事業報告書」や「広報誌」等に実績を掲載し、公表する。
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かながわ福祉サービス第三者評価推進機構
　　「福祉サービス第三者評価の手引き」より抜粋
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１ 実費徴収について 

教育・保育に必要な経費は原則、公定価格（利用料等を含む）や向上支援費（本市独自助成）で

賄うこととなっておりますが、文房具代（個人に所有させて使用するもの）、制服代、遠足代・行

事参加代、公定価格に含まれていない１・２号認定の給食費、通園バス代などの費用は、実費徴収

が可能 です。徴収にあたっては 保護者に対して事前に説明し、同意を得る必要があります。

なお、事前説明と同意の取得は、書面又は電磁的記録により行ってください。 

※電磁的記録とは、メールやアプリ等のことを指します。

※実費徴収については、次々ページ以降に「保育所及び地域型保育事業における実費徴収について（平

成 31年３月 20日 こ保運第 2843号）」、「保育所及び地域型保育事業における寝具に関する実費徴

収の取り扱い等について（事務連絡）（令和２年３月 17日 こ保運第 3566号）」及び「子ども・

子育て支援新制度へ移行した幼稚園・認定こども園における実費徴収・特定負担について（令

和２年３月 17 日 こ保運第 3565 号）」（次ページ参照）の通知内容を記載しておりますので、

そちらもご確認ください。

【実費徴収 できない 項目の例】 

３号認定児童の給食費（主食材料費及び副食材料費） 

１・２号認定児童のうち副食費徴収免除対象者の副食材料費 

共用で使用する文房具、日用品等 

ＩＣカード 1枚目 

健康診断費用 

【根拠法令】 

横浜市特定・教育保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例第 13条及び第 43条 

【留意事項】 

３号認定児童の給食費は公定価格に含まれます。 

１・２号認定児童のうち副食費徴収免除対象者の副食材料費については、毎月の給付費請求時「副

食費徴収免除加算」を申請した場合、加算額を給付します。加算の対象となる副食材料費について

は、徴収できません。 

２ 特定負担額（幼稚園の入園料等）について ※幼稚園又は認定こども園のみ 

  特定負担額は、基準を超えた教員配置や平均的な水準を超えた設備投資など、公定価格（利用料

等を含む）や向上支援費（本市独自助成）によって賄われない費用・不足する費用であって、教育・

保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について保護者に負担を求めること

が可能 です。市町村が定める「基本負担額」と区別するため、「特定負担額（上乗せ徴収）」と位

置付けられています。特定負担額の徴収にあたっては、保護者に対しての事前説明と書面による同

意が必要 になります。 

幼稚園等のいわゆる入園料は、その性質から対応が２つに分かれます。 

① 教育・保育の対価としての性質

② 入園やその準備、選考などに係る事務手続きに要する費用の対価としての性質

※入園の権利を保障するための費用を徴収することは適切ではありません。

①については、２の特定負担額のルールのもとで徴収することが必要であり、また、「入園

料」と総称する場合であっても、説明責任を果たす観点から実際の使途に見合った具体的な名

目や内訳金額を保護者に説明することが適当 です。なお、特定負担額は教育・保育に要する

１４ 実費徴収・特定負担額について
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費用の一部を構成するもののため、入園前に納付した後に入園辞退する場合には、原則として

返還が必要 です。 

② に該当する、入園受入れの準備や選考など入園に関わる事務手続きに関する費用に

ついては、教育・保育の直接の対価ではないため、実費徴収や特定負担額のルールの対象外

ですが、徴収時期や返還条件について保護者とのトラブルのないよう、事前に説明・同意を

得ておくことが必要です。

ただし、特定負担額等に関する事項を含む園の運営について、十分ご理解いただいた上で入園の

応募及び利用申請をしていただく必要があることや、保護者との利用契約の締結に先がけて、入園

内定時に特定負担額の一部を徴収する場合もあることから、原則として、募集要項や入園願書に特

定負担額等について明記し、了承した保護者から申込を受けていただくようお願いします。 
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2022
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011-709-2715 03-3512-1611 077-523-1190 087-811-8924

017-734-4211 045-211-7357 075-241-3212 089-935-5222

019-604-3010 025-288-3511 06-6941-8940 088-885-6041

022-299-8844 076-432-2740 078-367-0820 092-411-4894

018-862-6684 076-265-4429 0742-32-0210 0952-32-7218

023-624-8228 0776-22-3947 073-488-1170 095-801-0050

024-536-2777 055-225-2851 0857-29-1709 096-352-3865

029-277-8294 026-227-0125 0852-31-1161 097-532-4025

028-633-2795 058-245-1550 086-224-7639 0985-38-8821

027-896-4739 054-252-5310 082-221-9247 099-223-8239

048-600-6210 052-857-0312 083-995-0390 098-868-4403

043-221-2307 059-226-2318 088-652-2718
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１７ 関係様式集  
 
１．【参考様式】保育日誌････････････････････････････････････＜様式集＞P1 
２．【参考様式】ブレスチェック表････････････････････････････＜様式集＞P3 
３．与薬依頼書（保護者記載用）、与薬に関する主治医意見書････＜様式集＞P4 
４．意見書と登園届･････････････････････････････････････････＜様式集＞P5 
５．感染症等発生報告書･････････････････････････････････････＜様式集＞P6 
６．事故報告書･････････････････････････････････････････････＜様式集＞P7 
７．【参考様式】苦情対応様式一式････････････････････････････＜様式集＞P17 
８．【参考様式】横浜市保育所児童保育要録･･･････････････････＜様式集＞P22 
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施設・事業所名 園　児 人

代表者名 職　員 人

ＴＥＬ 計 人

住所

発生月日

年齢児 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 職　員 計

在籍数

欠席数

患者数

１　発熱（　　　　）℃ ４　咳 ７　腹痛

２　頭痛 ５　咽頭痛 ８　嘔吐

３　倦怠感　 ６　下痢

備　　考

検査対象者

検体提出日

決定月日

検査結果

日　　時

日　　時

日　　時

日　　時

日　　時

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　（　　　　）

※具体的な症状

病
　
名

　　　　　　区

発
　
　
生
　
　
状
　
　
況

　　　　　　感　染　症　等　発　生　報　告　書　　　　　　　初  ・  再　　第　　　号

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　（　　　　）

発　受　信　月　日

保
護
者
対
応

症　　状

令和　　　　年　　　月　　　日　（　　　）　　　　時　　　分

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　（　　　　）

検査内容
及び

検　体

記者発表

在籍数

　　　　　　　　　　

－

検
　
査
　
状
　
況

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　（　　　　）
再報告日

（再報告の際に記入）
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　　年 　　月 　　日

　

　　＜「①死亡事故」と「②重傷事故」に係る報告書に関する保護者説明の実施確認欄＞

※市と施設で報告書の内容を確認した後、最後に実施してください。

□

□

□ 報告書のうち　「様式２－１」を保護者へ配付をした

横　浜　市　長

□公表：可

事故事案（　重傷事故　・　その他（内容：　　　　　　　　　　））について、報告書を次のとおり提出します。

代表者

□公表：不可

国が個人情報等削除の上、後日公表することを説明した

報告書（市と確認が終了したもの）を説明をした

横浜市　　　　区こども家庭支援課宛

設置者住所

設置者氏名
（又は名称）

第　　報

事　故　報　告　書令和４年度

＜市への報告が必要な事故等＞

①死亡事故

②重傷事故（治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病及び意識不明）

③置き去り・行方不明

④個人情報の紛失や流失、不審者の侵入があった・盗難

⑤異物混入

⑥ ①②に該当しないが、こども青少年局・区役所・保育所のいずれかが報告を必要と判断した事故

＜事故等発生時の施設から市への報告の流れ＞

【発生後速やかに】 区こども家庭支援課へ電話で事故発生等を報告

↓

【原則発生当日】 「第１報」（様式１及び２）を区こども家庭支援課へ提出）※遅くとも翌日まで

↓

【発生日から３週間以内】 「第２報」（様式１、２（※）及び３）を区こども家庭支援課へ提出

※「第１報」から修正・変更・追加等がある場合等提出が必要となります。

※「①死亡事故」と「②重傷事故」については、横浜市と内容を確認した後、改めて保護者へ

説明し、下記の確認欄に署名をしてください。

（報告にあたっての留意点）

・発生時の状況図（写真等を含む。）を添付してください。遊具等の器具により発生した場合には、当該器具のメーカー

名、製品 名、型式、 構造等についても記載してください。

・事故対応や報告書の記載内容について、市として確認する場合や、報告書への追記・修正を求める場合があります。

・その他対応については別添事故対応フロー図を確認し、適切に行ってください。

＜本報告書の取扱い＞
・市は、注意喚起と再発防止の啓発等を目的に、施設名及び個人情報を削除した上で、市内各施設へ情報提供する場

合や、「①死亡事故」等特に重大な事故については、施設名等を含めて公表する場合があります。

・「①死亡事故」と「②重傷事故」については、施設からの報告を受けた市は、県と国へ報告します。国においても再発防

止等のため、施設名及び個人情報を削除した上で後日公表されます。

・本報告書は、市・区へ報告するたびに、第1報、第2報…と更新しながら、それぞれ保存してください。

（第2報を提出したからといって第1報を破棄等しないでください）

＜保護者への説明及び情報提供＞
・保護者への連絡は事故発生後、速やかに行います。その後も適宜情報提供を行ってください。

・「①死亡事故」と「②重傷事故」については、市と施設で報告書の内容を確認した後、最後に施設から保護者へ

「様式２－１」をお渡しし、改めて報告することと、国が個人情報等削除の上、後日公表することについての説明をしてく

ださい。

・保護者への説明等について、下の記載欄へ記入した様式を市へ提出してください。

（説明日）

（説明者氏名）

必ず提出の日付、 第〇報を 選
択し てく ださ い。
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【様式１】

　　年 　　月 　　日

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 5歳以上 学童 合計

 うち常勤教育・保育従事者

乳児室 　　　㎡ ほふく室 　　　㎡ 保育室 　　　㎡ 遊戯室 　　　㎡

　　　㎡ 　　　㎡ 　　　㎡ 　　　㎡

　　名 名 名

０歳 名 １歳 名 ２歳 名 ３歳 名

４歳 名 ５歳以上 名 学童 名

子どもの年齢
(月齢)

所属クラス

【診断名】

【病状】

【既往症】　 病院名

病状・死因等
（既往歴）

病状：　　　　　（全治：　　日）

当該事故に
特徴的な事項

特記事項
（事故と因子関係がある場合に、身
長、体重、既往歴・持病・アレル

ギー、発育・発達状況、発生時の天候
等を記載）

発生場所

発生時状況

生年月日 　　　年　　　月　　　日 保護者連絡先

(死亡の場合）死因 (負傷の場合）受傷部位

事故の転帰（結果） (負傷の場合）負傷状況

入園・入所年月日

子どもの性別 事故誘因

事故発生時刻（具体的に）

児童名 保護者名

在籍子ども数

　午前・午後　　：

名
うち常勤保育教諭・幼稚園教諭・

保育士
名

保育室等の面積

発生時の体制 教育・保育従事者
うち保育教諭・幼稚園教
諭・保育士

異年齢構成の
場合の内訳

事故発生日 事故発生時間帯

施設代表者名

所 在 地 開設(認可)年月日

設置者
(社名・法人名・自治体名等)

法人等代表者名

←この色のセルはプルダウンで選択できるようになっています。必ず選択をしてください。
手書きで作成される場合は、プルダウンメニューを確認してください。

事故報告日 報告回数 第　　報

認可 ・ 認可外 施設･事業種別

自治体名 神奈川県　横浜市 施 設 名

 教育・保育従事者数 名 うち保育教諭・幼稚園教諭・保育士 名
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負傷状況

児童の年齢

教育・保育
従事者数

うち有資格者数 名

事前に保護者との連絡で、体調面
など引き継ぎ事項があれば記載

【負傷等の場合この様式を利用】【様式２-１】

　発生するまでの状況

【発生後の状況は下記のページに記載すること】

時間
（〇：〇

報告回数 第　　報

全体の活動内容：

当該児童の様子・活動状況：

保育従事者のいた位置、行っていた役割：

活動の状況
（活動にあ
たっていた
保育・教育
従事者数、
活動内容な
ど）

他の児童の様子・活動内容： 【例】鬼ごっこをする子、鉄棒をする子、
　園庭を探索する子に分かれていた。

【例】○:○○～　３歳児10名が、園庭で
　　　鬼ごっこをしていた。

発生時の状況・対応

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。

　年　　月　　日（　曜日）　　時　　分（午前・午後）

負傷状況がその他の場合の内容
（　　　　　　　）

【例】 保育士Ａが園庭全体、保育士Ｂが
　　　鉄棒の横で子どもを見守り、保育
　　　士Ｃが子どもたちの動きに合わせ
　　　て動いていた。
　
　※言葉で記載しづらい場合は、図面な
　　　どの説明で可

名

【例】鬼ごっこに参加し、鬼に追われてい
　　た。

発生日時

発生場所

施設･事業種
別

【例】
（「発生するまでの状況」欄に記載した事項と重複してかまいませ
　ん。詳細な時系列を記載してください。）

○：○○　子どもたちは、園庭で好きな遊びを始めた。
○：○○　当該児は、鬼ごっこに参加していた。
○：○○　該当児が鬼から逃げる際に滑り台 （高さ２ｍ）の階段に
　　　　上ってしまい、保育士Ｃが、すぐに止めようとしたが途中
　　　　１ｍほどの高さから足を踏み外して体の右側から地面へ転
　　　　落してしまった。右足を痛がり、泣いている児童に対し、
　　　　保育士Ａが付き添い、他の保育士が他の児童を集めてから、
　　　　看護師を呼び、同時に園長に報告した。

○：○○　看護師が、アイシングをしながら園長と当該児の状態を
　　　　　確認した。

　※他の児童と衝突して事故が発生した場合などは、衝突した他児の
　　氏名を記載する必要はありません。
　　（「他児」や「Ａ児」等と記載してください。）

【例】
○：○○ 朝、預かる際に母から○○という
こ
　　　　とを聞いており、クラス担任で共有
　　　　していた。
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通院の有無
通院のため出発
した時刻

：

通院した場
合同行した
か

同行した職員
（園長・担任等）

誰から誰へ連絡をしたか
（園長・担任等から母・父等）

【第一報の連絡内容】

から

保護者への連絡内容・時間

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。 （保護者連絡した内容について記載）

保護者へ第一報した時刻園長等責任者報告した時刻

【通院しなかった・同行しなかった場合の理由】

から

：

通院の有無

この面の記載内容は、横浜市は、施設名及び個人情報を削除した上で、市内各施設へ情報提供することがあります。また全治
30日以上の負傷等については、国がHPで公表します。
（参考）内閣府HP：https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html

当該事故に
特徴的な事項

誰から誰へ報告したか
（担任・主任等から園長等）

：

時間
（〇：〇〇）

発生後の対応を時系列で記載
（報道発表を行う場合にはその予定も含む）

発生後の対応（報道発表を行う場合にはその予定も含む）

【例】
前ページの時系列欄に記載した以降のことを記入してください。
○：○○　右足に骨折の疑いがあるため、看護師が園長に相談し、救
　　　　　　急車を呼んだ。ひとまず園長と保育士1名が付き添い、救急
　　　　　　車で△△病院へ搬送した。

○：○○　△△病院に到着した。

○：○○　医師より右足首の骨折と診断されたため、駆けつけた保護
　　　　　　者に同意をとり、手術を行った。

翌日
○：○○　けがの状態や今後の保育の仕方について保護者と確認し
　　　　　　た。（保育者が、着脱など身の回りのことの援助をするこ
　　　　　　と、室内での過ごし方など）

（上の「発生後の対応欄」に記載したことと重複して記載してかまい
ません。可能な限り詳細を記載してください。）

○：○○　保護者の職場へ連絡をしたが不在だったた
　　　　　　め、折返しの伝言をした。

○：○○　保護者から連絡があり、状況を説明した。
　　　　　　保護者から、すぐに病院へ向かうとの返答
　　　　　　があった。

○：○○　病院で保護者に改めて説明と謝罪を行った。
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状況

児童の年齢

教育・保育従
事者数

うち有資格者
数

名

【行方不明・置き去りの場合はこの様式を利用】【様式２-２】

時間
（〇：〇〇）

活動の状況
（活動にあたっ
ていた保育・教
育従事者数、活
動内容など）

発生時の状況・対応

報告回数 第　　報

施設･事業種別

【例】○：○○～４歳児20名が、公園
　　　で自由遊びをしたのち帰園し
　　　た。

【例】帰園のため、２列になり歩いて
　　いた。

最後に点呼したときの時間、人数と当該児童の様子
時間：　：
人数：　名
どのように人数確認を行ったか：
当該児の様子（何をしていたか）：

【例】垣根で虫探しをしていたが、保
　　育士の声かけに応じて集まり、他
　　の児童と手をつないでいた。

【発生後の状況は下記のページに記載すること】

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。

全体の活動内容：

【例】
　11：00
　20名
・公園の出口で、列を形成する時、
　リーダー保育士Ａが、「数えます」
　と他の保育士に告げてから数えた。
　20人いることを確認し、出発した。
・当該児は垣根を気にしているよう
　だったが、フリーの保育士が声か
　けをすると列へ並んだ。

当該児童の様子・活動状況：

他の児童の様子・活動内容：

保育従事者のいた位置、行っていた役割: 【例】担任保育士Ａ、Ｂが散歩の列の
　　先頭と最後尾を担当し、列の真ん
　　中は、フリー保育士Ｃが担当し
　　た。横断歩道を渡る時は、２グ
　　ループに分かれ渡った。
　※言葉で記載しづらい場合は、図面
　　などの説明で可

発生日時 　年　　月　　日（　曜日）　　時　　分（午前・午後）

発生場所
（園外の場合は園からの距離、地図などを添付すること）

名

事前に保護者との連絡で、体調面など
引き継ぎ事項があれば記載

発生するまでの状況

【 例】
（ 「 発生するまでの状況」 欄に記載し た事項と 重複し てかまいません。 詳
　 細な時系列を記載し てく ださ い。 ）

○： ○○　 公園から 園に向かっ て出発し た。
○： ○○　 　 横断歩道では、 前半、 後半のグループに分かれて渡っ ていた。
　 　 　 　 　 保育士Ａ と 保育士Ｃ が、 前半のグループの子ども を先に渡ら せた。
　 　 　 　 　 当該児がいた後半のグループは、 保育士Ｂ のみが担当し ていた。
　 　 　 　 　 前半の子ども が横断歩道を渡っ ている時、 後半のグループで他児
　 　 　 　 　 ２ 名が喧嘩を始めたため、 保育士Ｂ が仲裁し ていた。 その後、 信号
　 　 　 　 　 が青になっ たため、 後半のグループも 横断歩道を渡っ た。
○： ○○　 園に到着し 人数確認をし たと こ ろ 、 当該児がいなく なっ ていた。

　 ※他の児童と 衝突し て事故が発生し た場合などは、 衝突し た他児の氏名を
　 　 記載する必要はあり ません。
　 （ 「 他児」 や「 Ａ 児」 等と 記載し てく ださ い。 ）

【 例】
○： ○○  朝預かる際に母から ○○と
　 　 　 　 いう こ と を聞いており 、 ク ラ
　 　 　 　 ス担任で共有し ていた。
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から

通報の有無

通報した時刻

：

通報した人（園
長・通行人等）

から

発生後の対応（報道発表を行う場合にはその予定を含む）

園長等責任者報告した時刻

誰から誰へ報告したか
（担任・主任等から園長等）

誰から誰へ連絡をしたか
（園長・担任等から母・父等）

発見時の状況

時間
（〇：〇〇）

発生後の対応を時系列で記載
（報道発表を行う場合にはその予定を含む）

：

警察への通報の
有無

【通報しなかった場合の理由】 【第一報の連絡内容】

保護者への連絡内容・時間

（保護者連絡した内容について記載）

この面の記載内容は、横浜市は、施設名及び個人情報を削除した上で、市内各施設へ情報提供することがあります。

当該事故に
特徴的な事項

時刻…
場所…
状況…
発見者…

※何人でどこをどのように捜索したか、時系列に沿って可能な限り詳細
　を記載してください。

： 保護者へ第一報した時刻

【 例】 児童がいないと 発覚し てから すぐ にで発見さ れたため

【 例】
前ページの時系列欄に記載し た以降のこ と を記入し てく ださ い。

○： ○○ 担任が園長に報告し 、 速やかに保育士３ 名で帰園
         ルート の捜索を開始。
○： ○○ 横断歩道の垣根にいたと こ ろ を発見し 、 園長へす
     　   ぐ に報告。 当該児童に聞いたと こ ろ まだ虫探し をし
    　    たかっ たため、 横断歩道の垣根でずっ と 探し ていた
    　    と のこ と 。

（ 上の発生後の対応欄に記載し たこ と と 重複し て記載し てかまい
ません。 可能な限り 詳細を記載し てく ださ い。 ）

【 例】
○： ○○保護者の職場へTEL。 不在だっ
　 　 　 　 たため折返し の伝言を行う 。
○： ○○保護者から 連絡があり 、 発見
　 　 　 　 し た後だっ たため、 保護者へ
　 　 　 　 その旨を連絡する。
○： ○○保護者が迎えに来た際に園長
　 　 　 　 から 改めて経緯の説明と 謝罪
　 　 　 　 を行う 。
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時間
（○：○○）

当該事故に特
徴的な事項

写真

この面の記載内容は、施設名及び個人情報を削除した上で、市内各施設へ情報提供することがあります。

【異物混入の場合はこの様式を利用】【様式２-３】

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。
※通院の判断は誰がどのようにしたのか記載してください。

発生後の対応
（報道発表を行う場合にはその予定を含む）

保護者への連絡内容・時間

施設･事業種別 混入物の大きさ

発生時の状況・対応 保護者への連絡内容・時間

混入物

報告回数 第　　報

発生日時 　年　　月　　日（　曜日）　　時　　分（午前・午後）

発生場所 児童の年齢

時間
（○：○○）

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。その場
　にいた児童数・活動内容・保育者人数・配置状況（どのよう
　に活動を見守っていたか）は必須です。

撮影時、 可能であれば物差し を使用し て大
き さ が分かるよう にし てく ださ い。

異物混入と は
１ 　 異物混入の定義
異物と は人に悪影響を及ぼし う るガラ スおよび金属等です。
２ 　 事故報告書を求める主な異物
・ 病原性微生物および寄生虫を伝播媒介するおそれのある動物
（ ネズミ 、 ゴキブリ 、 ハエなど）  の毛羽毛虫体、 その破片、 こ
れら の動物の排泄物およびかじ り 跡、 寄生虫の幼虫および卵
・ 有毒成分を含んだ植物体および種子
・ 毒き のこ 、 カ ビ
・ 重金属片ガラ ス片、 金属片やプラ スチッ ク 片
※異物の判断が困難な場合は、 保育・ 教育運営課にご連絡く だ
さ い。

厚生労働省監修「 食品衛生検査指針」 より
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時間
（○：○○）

【その他（負傷・行方不明・置き去り・異物混入ではない案件はこの様式を利用）】【様式２-４】

報告回数 第　　報

当該事故に特
徴的な事項

この面の記載内容は、施設名及び個人情報を削除した上で、市内各施設へ情報提供することがあります。

保護者への連絡内容・時間

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。その場
　にいた児童数・活動内容・保育者人数・配置状況（どのよう
　に活動を見守っていたか）は必須です。

時間
（○：○○）

発生時の状況・対応

※時系列に沿って可能な限り詳細を記載してください。
※通院の判断は誰がどのようにしたのか記載してください。

発生後の対応
（報道発表を行う場合にはその予定を含む）

発生日時 　年　　月　　日（　曜日）　　時　　分（午前・午後）

発生場所 発生した事故内容

施設･事業種別 児童の年齢

保護者への連絡内容・時間

個人情報の紛失や流失、 盗難・ 不審者侵入
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要因

　　　　　　　　

この色のセルはプルダウン選択をしてください。      【様式３】

報告回数 第　　報

教育・保育施設等　事故報告様式 【事故再発防止に資する要因分析】

分析項目 記載欄【選択肢の具体的内容を記載】

ソフ
ト面

（マニュア
ル、研

修、職員
配置等）

事故予防マニュア
ルの有無

(具体的内容記載欄。マニュアルや指針の名称を記載してください)

事故予防に関する
研修

実施頻度(　　)回/年
(具体的内容記載欄)

職員配置

(具体的内容記載欄)

その他考えられる要因・分析、特記事項

改善策【必須】

改善策【必須】

環境
面

（教育・保
育の状況

等）

教育・保育の状況

その他考えられる要因・分析、
特記事項

改善策【必須】

ハー
ド面
（施設、
設備等）

その他考えられる要因・分析、
特記事項

施設の安全点検 実施頻度(　　)回/年
(具体的内容記載欄)

遊具の安全点検 実施頻度(　　)回/年
(具体的内容記載欄)

玩具の安全点検 実施頻度(　　)回/年
(具体的内容記載欄)

【所管自治体必須記載欄】
事故発生の要因分析に係る自治体コメント

※事業所(者)は記載しないでください。

（区・施設は記載不要）

その
他

その他考えられる要因・分析、
特記事項

改善策【必須】

人的
面

（担当保
育教諭・
幼稚園教
諭・保育
士、保育
従事者、
職員の状

況）

対象児の動き

(具体的内容記載欄)

担当職員の動き

(具体的内容記載欄)

他の職員の動き

(具体的内容記載欄)

その他考えられる要因・分析、
特記事項

改善策【必須】

記載例は下ページを 参照
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以下の中から選択してください

1．平成27年～令和10年　　　2．1月～12月　　　3．1日～31日

1．第1報　2．第2報　3．第3報　4．第4報以降

1．認可　　2．認可外　　3．その他

1．幼保連携型認定こども園　　2．幼稚園型認定こども園　　3．保育所型認定こども園
4．地方裁量型認定こども園　　5．幼稚園　　6．認可保育所　　7．小規模保育事業
8．家庭的保育事業　　9．居宅訪問型保育事業　　10．事業所内保育事業(認可)
11．一時預かり事業　　12．病児保育事業　13.企業主導型保育事業　　14.地方単独保育施設
15.その他の認可外保育施設　　16．認可外の居宅訪問型保育事業

1．0歳児　　2．1歳児　　3．2歳児　　4．3歳児　　5．4歳児　　6．5歳以上児　　7．異年齢構成　　8．学童

1．平成27年～令和10年　　　2．1月～12月　　　3．1日～31日

1．朝(始業～午前10時頃)　　2．午前中　　3．昼食時・おやつ時
4．午睡中　　5．午後　　6．夕方(16時頃～夕食提供前頃）　　7．夜間・早朝（泊り保育）

1．0歳(0～11か月）　　2．1歳　　3．2歳　　4．3歳　　5．4歳　　6．5歳　　7．6歳　　8．学童

1．0歳児クラス　　2．1歳児クラス　　3．2歳児クラス　　4．3歳児クラス　　5．4歳児クラス
6．5歳以上児クラス　　7．異年齢構成　　8．学童

1．平成23年～令和10年　　　2．1月～12月　　　3．1日～31日

1．男児　　2．女児

1．負傷　　2．死亡

0．負傷　　1．乳幼児突然死症候群(SIDS)　　2．窒息　　3．病死　　4．溺死　　5．アナフィラキシーショック
6．その他

0．死亡　　1．遊具等からの転落・落下　　2．自らの転倒・衝突によるもの
3．子ども同士の衝突によるもの　　4．玩具・遊具等施設・設備の安全上の不備によるもの
5．他児から危害を加えられたもの　　6．アナフィラキシーによるもの　　7．溺水によるもの　　8．その他

0．死亡　　1．意識不明　　2．骨折　　3．火傷　　4．創傷(切創・裂創等）　　5．口腔内受傷　　6．その他

0．死亡　　1．頭部　　2．顔面(口腔内含む)　　3．体幹(首・胸部・腹部・臀部）
4．上肢(腕・手・手指）　　5．下肢(足・足指)

1．施設内(室内)　　2．施設内(室外・園庭等）　　3．施設外(園外保育先・公園等)

1．屋外活動中　　2．室内活動中　　3．睡眠中(うつぶせ寝）　　4．睡眠中(うつぶせ寝以外)
5．食事中(おやつ含む）　　6．水遊び・プール活動中　　7．登園・降園中　　8．その他

1．あり　　　　2．なし

1．定期的に実施　　2．不定期に実施　　3．未実施

1．基準以上配置　　2．基準配置　　3．基準以下

1．定期的に実施　　2．不定期に実施　　3．未実施

1．定期的に実施　　2．不定期に実施　　3．未実施

1．定期的に実施　　2．不定期に実施　　3．未実施

1．集団活動中・見守りあり　　2．集団活動中・子ども達のみ　　3．個人活動中・見守りあり
4．個人活動中・子どものみ　　5．睡眠(午睡)中　　6．食事(おやつ)中　　7．その他

1．いつもどおりの様子であった　　2．いつもより元気がなかった［その理由：記載］
3．いつもより活発で活動的であった［その理由：記載］　　4．具合が悪かった(熱発・腹痛・風邪気味等）［その理
由：記載］

1．対象児とマンツーマンの状態（対象児に接していた）
2．対象児の至近で対象児を見ていた
3．対象児から離れたところで対象児を見ていた
4．対象児の動きを見ていなかった

1．担当者・対象児の動きを見ていた(至近距離にいた）
2．担当者・対象児の動きを見ていなかった

他の職員の動き

職員配置

施設の安全点検

遊具の安全点検

玩具の安全点検

教育・保育の状況

発生時状況

子どもの年齢

所属クラス

入園・入所年月日

子どもの性別

受傷部位

負傷状況

事故誘因

死因

事故の転帰

様式１

様式３

プルダウンメニュー別表　(水色のセルには以下の選択肢から選んだものを記載してください）

対象児の動き

担当職員の動き

事故予防に関する研修

事故予防マニュアル
の有無

項目

認可・認可外

施設・事業種別

事故発生時間帯

事故報告日

報告回数

事故発生日

発生時の体制

発生場所
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・苦情受付報告書（第２号様式）の添付資料としても使用します。

（添付部数…区１部、第三者委員２部） ℡

（Ａ４）

施設名 

性別 男 ・ 女

生年月日（年齢） 大・昭・平　　年　　月　　日（ 　　歳）

受付番号

受付方法 　口頭　・　書面　・　FAX　・　電話　・　第三者委員に申出　・　その他（ ）

受付日時

取扱注意

本人との関係

 FAX
　連　絡　先氏名

住　所
 〒

□改めてほしい □その他〔 〕

書類作成者

　平成　　年　　月　　日（　）　　　　午前・午後　　　時　～　　時頃　

氏名

本
人

フリガナ

男　・　女

備
考

　苦情の原因となった事実の発生時期 平成　　年　　　月　　　日　（　）　頃

　苦情の原因となった事実の発生場所・部署等

苦情申出人
への確認事
項

苦情申出人
の要望

□話を聞いてほしい □回答がほしい □調査してほしい

苦
情
の
内
容
・
苦
情
申
出
人
の
希
望
等

 第三者委員への報告の要否  要 □　　否 □　　　

性別フリガナ

第１号様式(第４条(2)）

 話し合いへの第三者委員の助言・立ち会いの要否　  要 □　　否 □

作成者

苦情解決責任者（兼苦情受付担当者）

苦情申出受付書

苦
情
申
出
人
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平成　　　年 月 日

第三者委員 様

施設名

苦情受付担当者

（Ａ４）

　区こども家庭(障害)支援課長

第２号様式（第４条(4)）

　次のとおり苦情申出を受け付けましたので報告します。

苦情受付報告書

※添付資料　　苦情申出受付書(第１号様式）

受付番号

苦情申出の内容 　別添の苦情申出受付書のとおりです。

受付日 　　平成　　年　　月　　日　（　　）
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平成　　　年　 　 　月  　　　日

第 三 者 委 員

印

（Ａ４）

　　Ｎo.

　別添の苦情申出受付書のとおりです。

※添付資料　　苦情申出受付書(第１号様式）

　苦情受付担当者から、次のとおり苦情受付の報告を受けましたのでお知らせします。

苦情受付通知書

様

（施設名） 保育園

第３号様式（第４条(5)）

受付日 　　平成　　　　年　　　　月　　　　日　（　　　）

受付番号

苦情受付の内容
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苦情解決責任者（兼苦情受付担当者）

（Ａ４）

対応者

内　容

結　果

　本人との関係　苦情申出人

日　時 　　平成　　年　　月　　　日　（　　）　　午前・午後　　時　～　　　　時　　頃

第４号様式（第４条(8)）

作成者

　苦情等対応記録

施設名　

受付番号

本　人

　　氏名　　
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平成　　　　年 月 日

施設名

苦情解決責任者

（℡ ）

（Ａ４）

（苦情申出人） 様

第三者委員 様

　区こども家庭(障害)支援課長

第５号様式（第４条(9)） 取扱注意

苦情解決の結果

苦情解決結果報告書

申出のありました苦情の解決結果について、次のとおり報告します。

　　Ｎo.受付番号

苦情申出の内容

受付日 　　平成　　　年　　　月　　　日
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横浜市保育所児童保育要録（入所に関する記録） 

           記入日：     年    月    日 

児 童 

ふりがな   

性 別 

 

 

 

氏 名   

   生年月日         年    月    日生 

現住所   

保護者 

ふりがな   

氏 名   

現住所   

入 所        年    月    日 卒 所        年    月    日 

就学先   

保育所名 

及び所在地 

（保育所名）                 

（保育所所在地） 〒         

 

                    電話    （     ） 

施  設  長 

  氏     名   
                          印 

担当保育士 

  氏   名   
                          印 

                              （修正：   年   月   日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この写しは、原本と相違ないことを証明します。 

 

年  月  日 

 

     （保育所名）  長                
印 
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横浜市保育所児童保育要録（保育に関する記録） 
本資料は、就学に際して保育所と小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。）が子どもに関する情

報を共有し、子どもの育ちを支えるための資料である。 

 
保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とするものであり、保育所における保育全体を通じて、養護に関

するねらい及び内容を踏まえた保育が展開されることを念頭に置き、次の各事項を記入すること。 
○保育の過程と子どもの育ちに関する事項 
＊最終年度の重点：年度当初に、全体的な計画に基づき長期の見通しとして設定したものを記入すること。 
＊個人の重点：１年間を振り返って、子どもの指導について特に重視してきた点を記入すること。 
＊保育の展開と子どもの育ち：最終年度の１年間の保育における指導の過程と子どもの発達の姿（保育所保育指針第２章「保育の内容」
に示された各領域のねらいを視点として、子どもの発達の実情から向上が著しいと思われるもの）を、保育所の生活を通して全体的、
総合的に捉えて記入すること。その際、他の子どもとの比較や一定の基準に対する達成度についての評定によって捉えるものではない
ことに留意すること。あわせて、就学後の指導に必要と考えられる配慮事項等について記入すること。別紙を参照し、「幼児期の終わり
までに育ってほしい姿」を活用して子どもに育まれている資質・能力を捉え、指導の過程と育ちつつある姿をわかりやすく記入するよ
うに留意すること。 

＊特に配慮すべき事項：子どもの健康の状況等、就学後の指導において配慮が必要なこととして、特記すべき事項がある場合に記入する
こと。 

○最終年度に至るまでの育ちに関する事項 
   子どもの入所時から最終年度に至るまでの育ちに関し、最終年度における保育の過程と子どもの育ちの姿を理解する上で、特に重要
と考えられることを記入すること。 

ふりがな  

保育の過程と子どもの育ちに関する事項 最終年度に至るまでの育ちに関する事項 

氏 名  
（最終年度の重点）  

生年 

月日 
     年   月   日 

性 別  （個人の重点） 

ねらい 

（発達を捉える視点） 

健 

 

康 

明るく伸び伸びと行動し、充実感を味
わう。 

（保育の展開と子どもの育ち） 

自分の体を十分に動かし、進んで運動
しようとする。 
健康、安全な生活に必要な習慣や態度

を身に付け、見通しをもって行動する。 

人

間

関

係 

保育所の生活を楽しみ、自分の力で行
動することの充実感を味わう。 

身近な人と親しみ、関わりを深め、工
夫したり、協力したりして一緒に活動す
る楽しさを味わい、愛情や信頼感をもつ。 

 社会生活における望ましい習慣や態度
を身に付ける。 

環 

 

境 

身近な環境に親しみ、自然と触れ合う
中で様々な事象に興味や関心をもつ。 

身近な環境に自分から関わり、発見を
楽しんだり、考えたりし、それを生活に
取り入れようとする。 

 身近な事象を見たり、考えたり、扱っ
たりする中で、物の性質や数量、文字な
どに対する感覚を豊かにする。 

言 

 

葉 

自分の気持ちを言葉で表現する楽しさ
を味わう。 
人の言葉や話などをよく聞き、自分の

経験したことや考えたことを話し、伝え
合う喜びを味わう。 

日常生活に必要な言葉が分かるように
なるとともに、絵本や物語などに親しみ、
言葉に対する感覚を豊かにし、保育士等
や友達と心を通わせる。 

表 

 

現 

いろいろなものの美しさなどに対する
豊かな感性をもつ。 

 感じたことや考えたことを自分なりに
表現して楽しむ。 （特に配慮すべき事項） 

 生活の中でイメージを豊かにし、様々
な表現を楽しむ。 

 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿 
※各項目の内容等については、別紙に示す 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿について」を

参照すること。 

健康な心と体 
自立心 
協同性 

道徳性・規範意識の芽生え 
社会生活との関わり 
思考力の芽生え 

自然との関わり・生命尊重 
数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚 

言葉による伝え合い 
豊かな感性と表現 
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（別紙） 

※小学校には１校につき１枚のみ送付 

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿について 

 

保育所保育指針第１章「総則」に示された「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」は、保育所保育指針第２章「保育の内容」に示されたね

らい及び内容に基づいて、各保育所で、乳幼児期にふさわしい生活や遊びを積み重ねることにより、保育所保育において育みたい資質・能力が

育まれている子どもの具体的な姿であり、特に小学校就学の始期に達する直前の年度の後半に見られるようになる姿である。「幼児期の終わりま

でに育ってほしい姿」は、とりわけ子どもの自発的な活動としての遊びを通して、一人一人の発達の特性に応じて、これらの姿が育っていくも

のであり、全ての子どもに同じように見られるものではないことに留意すること。 

健康な心と体 
保育所の生活の中で、充実感をもって自分のやりたいことに向かって心と体を十分に働かせ、見通しをもって 

行動し、自ら健康で安全な生活をつくり出すようになる。 

自立心 

身近な環境に主体的に関わり様々な活動を楽しむ中で、しなければならないことを自覚し、自分の力で行うた 

めに考えたり、工夫したりしながら、諦めずにやり遂げることで達成感を味わい、自信をもって行動するように

なる。 

協同性 
友達と関わる中で、互いの思いや考えなどを共有し、共通の目的の実現に向けて、考えたり、工夫したり、協 

力したりし、充実感をもってやり遂げるようになる。 

道徳性・規範意識 

の芽生え 

友達と様々な体験を重ねる中で、してよいことや悪いことが分かり、自分の行動を振り返ったり、友達の気持 

ちに共感したりし、相手の立場に立って行動するようになる。また、きまりを守る必要性が分かり、自分の気持

ちを調整し、友達と折り合いを付けながら、きまりをつくったり、守ったりするようになる。 

社会生活との関わり 

家族を大切にしようとする気持ちをもつとともに、地域の身近な人と触れ合う中で、人との様々な関わり方に

気付き、相手の気持ちを考えて関わり、自分が役に立つ喜びを感じ、地域に親しみをもつようになる。また、保

育所内外の様々な環境に関わる中で、遊びや生活に必要な情報を取り入れ、情報に基づき判断したり、情報を伝

え合ったり、活用したりするなど、情報を役立てながら活動するようになるとともに、公共の施設を大切に利用

するなどして、社会とのつながりなどを意識するようになる。 

思考力の芽生え 

 

身近な事象に積極的に関わる中で、物の性質や仕組みなどを感じ取ったり、気付いたりし、考えたり、予想し 

たり、工夫したりするなど、多様な関わりを楽しむようになる。また、友達の様々な考えに触れる中で、自分と

異なる考えがあることに気付き、自ら判断したり、考え直したりするなど、新しい考えを生み出す喜びを味わい

ながら、自分の考えをよりよいものにするようになる。 

自然との関わり・ 

生命尊重 

自然に触れて感動する体験を通して、自然の変化などを感じ取り、好奇心や探究心をもって考え言葉などで表 

現しながら、身近な事象への関心が高まるとともに、自然への愛情や畏敬の念をもつようになる。また、身近な

動植物に心を動かされる中で、生命の不思議さや尊さに気付き、身近な動植物への接し方を考え、命あるものと

していたわり、大切にする気持ちをもって関わるようになる。 

数量や図形、標識や文字 

などへの関心・感覚 

遊びや生活の中で、数量や図形、標識や文字などに親しむ体験を重ねたり、標識や文字の役割に気付いたりし、 

自らの必要感に基づきこれらを活用し、興味や関心、感覚をもつようになる。 

言葉による伝え合い 

保育士等や友達と心を通わせる中で、絵本や物語などに親しみながら、豊かな言葉や表現を身に付け、経験し 

たことや考えたことなどを言葉で伝えたり、相手の話を注意して聞いたりし、言葉による伝え合いを楽しむよう

になる。 

豊かな感性と表現 

心を動かす出来事などに触れ感性を働かせる中で、様々な素材の特徴や表現の仕方などに気付き、感じたこと 

や考えたことを自分で表現したり、友達同士で表現する過程を楽しんだりし、表現する喜びを味わい、意欲をも

つようになる。 

 

保育所児童保育要録（保育に関する記録）の記入に当たっては、特に小学校における子どもの指導に生かされるよう、「幼児 

期の終わりまでに育ってほしい姿」を活用して子どもに育まれている資質・能力を捉え、指導の過程と育ちつつある姿をわかり 

やすく記入するように留意すること。 

    また、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が到達すべき目標ではないことに留意し、項目別に子どもの育ちつつある姿 

を記入するのではなく、全体的、総合的に捉えて記入すること。 
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